
能美市住宅耐震改修工事費等補助金交付要綱

(趣旨)

第１条 この告示は、能美市における住宅の耐震改修の促進を図ることにより、地震

発生時の倒壊等による被害を軽減することを目的として、当該住宅の耐震診断又は

耐震改修工事(以下「耐震改修工事等」という。)を行う者に対して補助金を交付す

ることに関し、能美市補助金交付規則(平成１７年能美市規則第３３号。以下「規則

」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

(用語の定義)

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

(１) 住宅 昭和５６年５月３１日以前に工事が着手された、一戸建ての住宅、長屋

及び共同住宅をいい、店舗等の用途を兼ねるもの(店舗等の用に供する部分の床面積

が延べ面積の２分の１未満のもの)を含む。

(２) 耐震診断士 建築士法(昭和２５年法律第２０２号)第２条第１項に規定する

建築士のうち、一般財団法人日本建築防災協会又は一般社団法人石川県建築士事

務所協会が行う講習会を受講した者をいう。

(３) 耐震診断 住宅の地震に対する安全性を評価することをいう。

(４) 耐震改修工事 地震に対する安全性の向上を目的として実施する住宅の改修

工事(補強設計を含む。)をいう。

(補助対象者及び補助対象住宅）

第３条 補助金の交付の対象者となる者(以下「補助対象者」という。)は、住宅の所

有者(所有する予定の者を含む。ただし、所有者の親、配偶者、子である者等その他

市長が特に必要と認める者については、この限りではない。)又は居住者(居住する

予定の者を含む。)とする。ただし、住宅の所有者又は居住者(同居の親族を含む。)

で能美市納税等に係る公平性の確保に関する条例(平成２２年能美市条例第２９号)

第２条第２項各号に規定する市税等を滞納しているものを除く。

２ 補助金の交付の対象となる住宅(以下「補助対象住宅」という。)は、次の各号の



いずれにも該当するものとする。

(１) 本市の区域内に存する木造の住宅であること。

(２） 現に居住の用に供している住宅又は補助事業の完了後速やかに居住の用に供

する住宅であること。

(３) 国、地方公共団体その他公共団体が所有する住宅でないこと。

(４) 建築又は着工した時点において、建築基準法(昭和２５年法律第２０１号。以

下「法」という。)第６条に規定する建築基準関係規定に適合しているもの

(補助対象事業)

第４条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、補助対

象者が補助対象住宅に行う耐震改修工事等で、別表第１に掲げるものとする。ただ

し、次の各号のいずれかに該当する耐震改修工事等を除く。

(１) 耐震診断については、過去に市の耐震改修促進事業の補助金の交付を受けた

もの

(２) 他の補助制度による補助金その他これらに準ずるものの交付の対象となるも

の

(補助対象経費及び補助金額)

第５条 補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、補助対

象者が行う補助対象事業に要する経費の全部又は一部とする。

２ 補助金額は、別表第２に定める補助金限度額を限度として、予算の範囲内におい

て市長が認める額とする。この場合において、１，０００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額とする。

３ 補助対象者が行う工事のうち、耐震改修工事以外の工事があるときは、当該工事

に係る経費を分離して算定するものとする。

(事業認定)

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、当該交付を受けようとする補

助対象事業の着手前に、当該補助対象事業について、事業の認定を受けなければな

らない。ただし、市長が特別の理由があると認めたときは、この限りではない。

２ 前項の認定を受けようとする補助対象者は、補助事業認定申請書(第１号様式)に



関係書類を添えて市長に申請しなければならない。

３ 補助対象者は、前項の申請にあたっては、当該補助金に係る消費税仕入控除税額

等(前条第１項の補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費

税法(昭和６３年法律第１０８号)の規定により仕入れに係る消費税額として控除で

きる部分の金額に当該金額に地方税法(昭和２５年法律第２２６号)に規定する地方

消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。)があるときは、これを減額して

申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税仕入控除税額等が明

らかでないものについては、この限りではない。

４ 市長は、第２項の申請があったときは、その内容を審査し、これを認定したとき

は補助事業認定通知書(第２号様式）により、これを認定しないときは所定の補助事

業認定申請却下通知書により、当該申請をした補助対象者に通知するものとする。

５ 市長は、前項の認定に際し、必要な条件を付することができる。

(事業認定の変更等)

第７条 前条第１項の認定を受けた補助対象者(以下「補助事業者」という。)は、当

該認定を受けた事業(以下「補助事業」という。)の内容を変更し、又は廃止しよう

とするときは、あらかじめ補助事業変更等承認申請書(第３号様式)に必要な書類を

添えて市長に申請し、その承認を得なければならない。ただし、次に掲げる軽微な

変更については、この限りでない。

(１) 耐震改修工事の施工箇所又は施工方法の変更で、耐震改修後の上部構造評点

の最小の値が下がることがないもの

(２) 補助対象経費の３０パーセント未満の額の増減を伴う変更。ただし、補助金

額の増額を伴うものを除く。

２ 市長は、前項の申請があったときは、これを速やかに審査し、変更又は廃止の可

否を決定し、所定の補助事業変更等承認(否認)通知書により当該申請をした補助事

業者に通知するものとする。

(事業認定の取消し）

第８条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助事業の事

業認定の全部又は一部を取り消すことができる。



(１) 偽りその他不正の手段により補助事業の事業認定を受けたとき。

(２) 規則第８条第２項各号のいずれかに該当することとなったとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか、補助事業の事業認定の内容又はこれに付した条

件その他この告示の規定に違反したとき。

２ 市長は、前項の規定による取消しをしたときは、所定の補助事業認定取消通知書

により補助事業者に通知するものとする。

(交付申請)

第９条 補助事業者は、補助事業が完了し、補助金の交付を受けようとするときは、

補助金交付申請書(第４号様式)に関係書類を添えて市長に申請しなければならない。

２ 第６条第３項ただし書の規定により認定申請をした補助事業者は、前項の申請に

当たって当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになった場合は、これを

補助金額から減額して申請しなければならない。

３ 第１項の申請は、第６条第４項の認定の通知を受けた日の翌日から起算して１年

以内にしなければならない。ただし、市長がやむを得ない事情があると認めたとき

は、この限りではない。

(交付決定)

第１０条 市長は、前条第１項の申請があったときは、速やかにその内容を審査する

とともに補助金の交付の可否を決定し、適当と認め、交付すべき補助金額を確定し

たときは補助金交付決定兼補助金額確定通知書(第５号様式)により、適当でないと

認めたときは所定の補助金交付決定できない旨の通知書により当該申請をした補助

事業者に通知するものとする。

２ 市長は、補助金の交付決定に際し、必要な条件を付することができる。

(交付決定の取消し)

第１１条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

(２) 規則第１６条の規定に該当することとなったとき。

(３) 補助金を補助事業の目的以外に使用したとき。



(４) 補助事業の実施方法が不適当と認められるとき。

(５) 補助事業を廃止したとき。

(６) 補助事業の完了後速やかに居住の用に供しなかったと市長が認めるとき。

(７) 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条

件その他この告示の規定に違反したとき。

２ 市長は、前項の規定による取消しをしたときは、所定の補助金交付決定取消通知

書により補助事業者に通知するものとする。

(交付請求及び交付)

第１２条 補助事業者は、第１０条第１項の規定により補助金の交付決定及び補助金

額の確定の通知を受けたときは、補助金交付請求書(第６号様式)により市長に補助

金の交付を請求するものとする。

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めた

ときは、補助金を交付するものとする。

(代理受領)

第１３条 補助事業者は、前条の規定による補助金の交付の請求及び当該補助金の受

領を耐震診断にあっては当該耐震診断を行った者に、耐震改修工事にあっては当該

耐震改修工事を行った者に委任する方法(以下「代理受領」という。)により行うこ

とができる。ただし、補助事業者が、当該補助事業区分に係る補助事業の総事業費

のうち自己の負担に係る金額を超える額を、耐震診断を行った者又は耐震改修工事

を行った者に対して支払っている場合は、当該事業区分に係る補助金について代理

受領できないものとする。

２ 代理受領により補助金の交付を受けようとする者は、第１０条第１項の規定によ

る補助金額の確定後に、補助金交付請求書(代理受領)(第７号様式)により市長に補

助金の交付を請求するものとする。

３ 市長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めた

ときは、当該請求を行った者に補助金を交付するものとする。

４ 前項の規定による交付があった時は、補助事業者に対し補助金の交付があったも

のとみなす。



(返還）

第１４条 市長は、第１１条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合にお

いて、補助事業の取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期

限を定めて、その返還を命じることができる。

２ 第６条第３項ただし書の規定により認定申請をした補助事業者は、第９条第１項

の申請の後に、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したときは、その金

額(第９条第２項の規定により減額して申請した場合は、減額した金額を超える金額

)を超える金額を速やかに所定の消費税仕入控除税額等報告書により市長に報告す

るとともに、当該金額を返還しなければならない。

(報告、調査及び検査)

第１５条 市長は、補助事業の適正な執行を確保するために必要な限度において、補

助事業者に対し、書類の提出若しくは報告を求め、又は必要な調査若しくは検査を

することができる。

２ 補助事業者は、前項の規定により書類の提出若しくは報告を求められた場合、又

は必要な調査若しくは検査が実施される場合には、これに応じなければならない。

(整備保管)

第１６条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び関係書類を整備するとともに、補

助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保管しなければ

ならない。

(その他)

第１７条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。

附 則(平成３０年６月２９日告示第１００号)

(施行期日)

１ この告示は、平成３０年７月２日から施行する。

(経過措置)

２ この告示の施行の日前に能美市既存建築物耐震改修工事費等補助金交付要綱の規

定に基づき交付決定を受けた者に係る補助金については、なお従前の例による。



附 則(平成３１年３月２６日告示第３３号)

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則(令和３年３月３１日告示第９１号)

(施行期日)

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。

(経過措置)

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式(次項において｢旧様式

｣という。)により使用されている書類は、この告示による改正後の様式によるもの

とみなす。

３ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。

附 則(令和４年３月３０日告示第６０号)

この告示は、令和４年４月１日から施行する。

附 則(令和６年３月２９日告示第 号)

(施行期日)

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。

(経過措置)

２ 改正後の能美市住宅耐震改修工事費等補助金交付要綱の規定は、この告示の施行

の日以後に第６条第２項の規定による事業認定の申請(この項において「申請」とい

う。)があったものについて適用し、同日前に申請があったものについては、なお従

前の例による。



別表第１(第４条関係)

事業区分 補助要件

耐震診断
耐震診断士が行う耐震改修工事前の住宅に対するもの

又は市長が別に認めたもの。

耐震改修工

事

標準型

１ 耐震診断士により耐震改修工事前の耐震診断の評点

のうち最小の値が１．０未満と診断された住宅。

２ 耐震診断士が行う耐震設計に基づく耐震改修工事後

の耐震診断の評点のうち最小の値が１．０以上となる

もの又は市長が別に認めたもの。

段階型

１ 耐震診断士により耐震改修工事前の耐震診断の評点

のうち最小の値が１．０未満と診断された住宅（ただ

し、工事後の評点を０．７以上としようとする場合は

０．７未満と診断された住宅に限る。）。

２ 第１段階として、耐震診断士が行う耐震設計に基づ

く耐震改修工事後の耐震診断の評点のうち最小の値が

０．７以上となるもの、１階の最小の値が１．０以上

となるもの、構造的に分離された納屋・土蔵等以外の

部分の最小の値が１．０以上となるもの又は市長が別

に認めたもの(ただし、第２段階として、耐震診断の評

点のうち最小の値が１．０以上となる耐震改修工事を

行うものに限る。)。



別表第２(第５条関係)

事業区分 補助金限度額

耐震診断
耐震診断に要する費用の５分の４に相当する額以内

の額、かつ１２０，０００円を超えないものとする。

耐震改修工

事

標準型

１棟あたり２，０００，０００円(共同住宅及び長屋

にあっては、７５０，０００円に住戸の数を乗じて得た

額又は３，０００，０００円のいずれか低い額)。ただ

し、過去の補助対象住宅について、本補助金の交付を受

けたことがある場合は、上記補助金限度額から当該補助

金の額を減じた額を補助金限度額とする。

段階型

第１段階耐震改修工事については、第１段階耐震改修

工事費を全体耐震改修工事費で除して得たものに、２，

０００，０００円(共同住宅及び長屋にあっては、７５

０，０００円に住戸の数を乗じて得た額又は３，０００

，０００円のいずれか低い額)を乗じて得た額とする。

第２段階耐震改修工事については、２，０００，００

０円から第一段階耐震改修工事に対する補助金額を引

いた額とする。

ただし、過去の補助対象住宅について、本補助金の交

付を受けたことがある場合は、上記補助金限度額から当

該補助金の額を減じた額を補助金限度額とする。


